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英国地方自治体のアセットマネジメント
－そのフレームワーク、実践とわが国への示唆－
長﨑浩介
要 旨
2014年から国の主導で始まったわが国地方自治体のアセットマネジメントは、
計画策定段階から実践及びモニタリングの段階へ移行しつつある一方、全庁的な取
組体制及びマネジメントサイクルの確立が新たな課題となっている。
本稿では、地方自治体のアセットマネジメントにおいて先進性を有する英国の事
例を検討した上で、英国の中央政府及び専門家団体が2000年から2008年までの
間に公表したフレームワークが現在も各地方自治体の取組に影響を与えていること、
及びこれらのフレームワークがわが国の課題への示唆となり得ることを示す。
Ⅰ わが国地方自治体のアセットマネジメント・現状と課題
１ わが国の現状
近年わが国では、公共施設等 1の老朽化問題への関心が高まっている。
わが国において現在供用されている公共施設等は、1960年代から 80年代にかけて
集中的に整備されたものである。これらは整備後40年から60年を経て、順次更新又
は大規模修繕等を要する時期にさしかかってきているものの、国、地方自治体その他の
管理主体のいずれもが、その更新及び修繕に要する財源の確保に苦慮している。一方で、
わが国の今後の人口減少及び人口移動等を考慮すれば、財政制約及びサービス供給の効
率性、有効性の観点から、公共施設等の供給量及び配置を積極的に見直していく必要が
ある。
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1 総務省は「公共施設等」の語を「公用施設その他の当該地方公共団体が所有する建築物その他の工作
物」「いわゆるハコモノの他、道路・橋りょう等の土木構造物（中略）等も含む包括的な概念である」と
し、公の施設とインフラの両方を指すものと定義する（総務省2018b,7頁）。本稿もこの用法に従う。
このため、わが国の地方自治体においても「公共施設等の総合的かつ計画的な管理」2、
すなわちアセットマネジメントが求められるようになった。2008年ごろから先進的な地
方自治体による個別の取組が見られるようになった3が、その後の公共施設等の老朽化問
題に対する国民の関心の高まり等を受けて、国は、2014年から地方自治体におけるアセッ
トマネジメントの促進に取り組むこととなった。
総務省は、地方自治体のアセットマネジメントに関するガイドラインである「公共施設
等総合管理計画の策定に当たっての指針」4を策定するとともに、その実施を全ての地方
自治体に求める通知を発した5。これらに基づき各地方自治体で公共施設等総合管理計画
の策定が進められた結果、2018年9月末現在において、都道府県及び指定都市について
は全団体、市区町村については99.7パーセントの団体において、公共施設等総合管理計
画が策定済みとなった6。
２ わが国の課題と英国の取組
各地方自治体における公共施設等総合管理計画の策定が進んだことを受けて、総務省は
2018年2月に「指針」を改訂した。改訂後の指針 7において、総務省は、公共施設等総
合管理計画の推進に当たり①全庁的な取組体制を構築すべきこと、及び②PDCAサイク
ルを確立すべきことを特に強調している。わが国地方自治体のアセットマネジメントは、
計画策定段階から実践及びモニタリングの段階へ移行しつつある一方で、行政組織面での
取組体制及びマネジメントサイクルの確立が新たな課題となっている。
一方、英国の地方自治体におけるアセットマネジメントは、中央政府の主導により2000
年に始まった。その後の制度の変化により中央政府主導から地方自治体独自の取組に移行
したものの、すでに20年近い実績を有している。その先進的な事例からは、わが国地方
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2 総務省（2014a）は「公共施設等の総合的かつ計画的な管理」を、地方自治体が「今後、人口減少等
により公共施設等の利用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、早急に公共施設等の全体
の状況を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財
政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現すること」と定義する。本稿にお
いて「アセットマネジメント」とは、このような総合性と計画性を兼ね備えた公共施設等管理の取組を
いうものとする。
3 初期の事例として藤沢市（2008）、秦野市（2009）がある。
4 総務省（2014b）。
5 総務省（2014a）。
6 総務省（2018a）。
7 総務省（2018b）。
自治体のアセットマネジメントの現状を評価し、また今後の方向性を検討する上での有益
な示唆を得られるものと考えられる。
本稿では、英国（主にイングランド）の地方自治体を対象とするアセットマネジメント
のフレームワーク及び個別地方自治体におけるアセットマネジメントの取組事例 8を整理
した上で、わが国への示唆について考察する。
Ⅱ 英国地方自治体アセットマネジメントのフレームワーク
１ 複数のフレームワーク
英国における地方自治体のアセットマネジメントは、中央政府の主導により2000年に
始まり9、2010年ごろにピークを迎えた10。
2000年から2004年までの間、英国（イングランド）の地方自治体は中央政府に対し
てアセットマネジメント・プランの提出が義務づけられていたのに加え、中央政府による
地方自治体の評価制度である包括的業績評価制度（ComprehensivePerformanceAssess-
ment:CPA）（2002年から2008年まで）及び包括的地域評価制度（ComprehensiveArea
Management:CAA）（2009年）もアセットマネジメントへの取組を前提とした制度であっ
た11ことから、この間に普及が進んだものである。
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8 筆者は、2019年2月に英国を訪問し、同国の地方自治体のアセットマネジメントについて、地方
自治体の担当者等を対象として現地調査を実施した。調査日程及びインタビュー対象者は以下のとお
り。
2019年2月4日 英国勅許公共財務会計協会（CharteredInstituteofPublicFinanceAccountancy:
CIPFA）DavidBentley氏（資産管理部門長）
同 ダービーシャー州 JoHolick氏（政策・住民部資産グループマネージャー）
2019年2月5日 ワンズワース・ロンドン自治区 DavidSharp氏（建設・管財部門長）及びTunde
Ogbe氏（評価・アセットマネジメント部門長）
2019年2月7日 イーストサセックス州 ValerieTitli氏（管財部システム開発チーム情報アナリ
スト）
現地調査の実施につき、関西学院大学の「2018年度大学院海外研究助成金」を受給した。また、
CIPFA資産管理部門長のDavidBentley氏には、資料提供及びインタビュー調査への協力に加え、調
査対象となる地方自治体の紹介につき格別の配慮をいただいた。記して謝意を表する。
9 このほか、2000年以前において地方自治体が独自にアセットマネジメントに取り組んだ事例として
バーミンガム市（1994年以降）がある。AuditCommission（2000,pp.33 34）
10 CIPFAへのインタビューによると、2010年5月のブラウン労働党政権からキャメロン保守党・自由
民主党連立政権への交代に伴いCAAが廃止されたことから、アセットマネジメントへの取組は一時低
調となったが、2015年ごろから地方自治体独自の取組として復活しつつあるという。
11 WandsworthCouncil（2015,p.4）
この間、中央政府に加えてAuditCommission12、RICS13及びCIPFAといった国内の
専門家団体から、地方自治体のアセットマネジメントに関するフレームワークが相次いで
公表された。わが国のように中央政府だけでなく、各団体がそれぞれの立場からフレーム
ワークを公表している14点が特徴的である。
NgwiraandManase（2016）は、この時期に各団体から公表され、英国（イングラン
ド）地方自治体のアセットマネジメントに影響を与えたフレームワークとして、Audit
Commission（2000）、DCLG15（2008）及びRICS（2008）に言及する16。以下、それぞれ
の内容を整理した上で、その特徴について検討する。
２ AuditCommission（2000）『ホット・プロパティ－地方自治体の資産から最大
の成果を得るhotproperty gettingthebestfromlocalauthorityassets』
AuditCommissionは、1988年に地方自治体のアセットマネジメントに関する調査レ
ポート及びハンドブックを刊行した17が、その後の政治、制度及び技術的な環境の変化、
さらに行政評価への注目の高まり等を踏まえて、新たに事例調査を実施の上取りまとめたの
がAuditCommission（2000）である。AuditCommissionはかつてイングランド及びウェー
ルズの地方自治体を対象として外部監査を実施していたことから、AuditCommission
（2000）も、主にこれらを対象とした内容となっている。
AuditCommission（2000）の構成及び内容は表1のとおりである。第1章でアセット
マネジメントの必要性について説明し、第2章で地方自治体の公共施設管理に関する現
状と課題を指摘した上で、第3章で、国内地方自治体の先進事例を引用しながら、アセッ
トマネジメントの成功に必要な取組を述べ、最後に地方自治体の事務局、議会及び中央政
府に向けた提言を行うものとなっている。
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12 イングランド及びウェールズにおいて地方自治体の外部監査を担当していた機関。中央政府から独立
した機関として1983年に設置されたが、2010年の政権交代による政策変更に伴い2015年に廃止され
た。現在は各地方自治体が自ら外部監査人を選任する（自治体国際化協会 2016,98 99頁）。
13 RoyalInstitutionofCharteredSurveyors英国の不動産及び建設分野における専門家団体。
14 これらのフレームワークが互いに他のフレームワークを引用していることから、これらは競合するも
のではなく、相互補完の関係にあると言える。また、CIPFAへのインタビューによると、調査時点に
おいて英国の地方自治体のアセットマネジメントに関して支配的なフレームワークはないという。
15 DepartmentforCommunitiesandLocalGovernmentコミュニティ・地方自治省。2006年以降に
おいて地方自治を所管する。
16 NgwiraandManase（2016,pp.29 44）。同書ではこのほかCIPFA（2008）に言及しているが、こ
れはスコットランドの地方自治体を対象としたものであることから、本稿では割愛する。
17 AuditCommission（1988a,1988b）
３ DCLG（2008）『強固な基盤をつくる－地方自治体のアセットマネジメント・
フレームワークBuildingonStrongFoundations AFrameworkforLocal
AuthorityAssetManagement』
DCLGは地方自治を所管する中央省庁であり、中央政府の立場から地方自治体のアセッ
トマネジメントに関するフレームワークを提示するものである。主にイングランドの地方
自治体向けに18、地方自治体の議会及び事務局の上級管理者を対象としたものであるが、
英国地方自治体のアセットマネジメント 35
18 DCLG（2008,p.7）.
AuditCommission（2000）に基づき筆者作成
表１ AuditCommission（2000）の構成
地方自治体に対して包括的に適用されるものではないとしている19。その構成及び内容は
表2のとおりである。
４ RICS（2008）『RICSパブリックセクター・アセットマネジメント・ガイドラ
イン－ベスト・プラクティスに向けたガイドRICSPublicSectorAssetMan-
agementGuidelines Aguidetobestpractice』
地方自治体を含む「すべてのパブリックセクター」を対象として、アセットマネジメン
トの戦略に関するガイドラインを提供する20。その構成は表3のとおりであり、第2章か
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19 DCLG（2008,p.6）.
20 RICS（2008,p.1）.
DCLG（2008）に基づき筆者作成
表２ DCLG（2008）の構成
ら第6章までにおいてアセットマネジメントプロセス（サイクル）を、第7章から第11
章までにおいて各プロセスの遂行に必要な要素を掲げ、説明を加えるものとなっている。
RICS（2008）の特徴は、業績及び取組状況の評価方法として定量的評価と定性的評価
の両方を提示している点である。定量的評価についてはアセットマネジメントの達成度評
価の手法として位置付けており21、バランスト・スコアカードの手法を援用するとともに、
重要業績評価指標（KeyPerformanceIndicator:KPI）による達成度評価が提示されて
いる。定性的評価については「変革のマネジメント」のための手法として位置付け 22、地
方自治体のアセットマネジメントへの取組状況を9つの側面 23に分け、それぞれについ
て5段階で定性的な評価を実施することにより組織の変革を促すこととしている。
５ 小括
AuditCommission（2000）及びDCLG（2008）は、概ね次の点を共通して指摘する。
（1）施設の種類、目的及び所管部局を超えて、全庁を通じたアセットマネジメントの取
組が必要であること。
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21 RICS（2008,pp.33 39）第5章。バランスト・スコアカード及びKPIについてはpp.36 37。
22 RICS（2008,pp.41 46）第6章。
23 ①コーポレート・ガバナンス、②組織の構造、役割及び責任、③戦略の実行、④データの整備と活用、
⑤他の計画との整合性、⑥施設の取得及び処分、⑦供用中施設のパフォーマンス、⑧業績の（定量的）
評価及び⑨監査
RICS（2008）に基づき筆者作成
表３ RICS（2008）の構成
（2）庁内においてアセットマネジメントの推進を担当する部署の設置、及び財政部局、
事業部局との連携を求めていること
（3）1個の地方自治体の枠組みを超えて、他の地方自治体その他公共的団体及び住民との
協働（施設の共同化など）が推奨されていること
（4）アセットマネジメントの取組の前提として、施設に関する基礎データ把握の重要性
を強調していること
（5）計画の策定から実施、評価に至るマネジメントプロセス（サイクル）の構築が求め
られていること
これらは、いずれも総務省（2014b,2018b）（総務省指針）においても言及しているも
のであり、この点において日英での問題意識の共有が認められる。
一方で、RICS（2008）は、バランスト・スコアカードによる業績の定量的評価及び取
組状況の定性的評価の手法を具体的に提示している点において特徴的であるが、これはわ
が国の取組には見られないものである。
Ⅲ 英国地方自治体における取組事例
１ アセットマネジメント・プランの策定状況 24
筆者が現地調査を実施した地方自治体におけるアセットマネジメント・プランの策定状
況は、次のとおりである。
（1）ダービーシャー州（DerbyshireCounty）
同州のアセットマネジメント・フレームワーク（AssetManagementFramework）は、
2000年、2003年、2006年及び 2009年に策定され、その後一時取組が中断したが、
2019年度（2019年4月から2020年3月まで）からの再開が予定されている。調査時点
においては、2019年度以降適用されるフレームワーク 25を策定中であった。
（2）イーストサセックス州（EastSussexCounty）
同州においては、2002年からアセットマネジメント・プラン（AssetManagement
Plan）の策定が始まり、直近では2010年と2013年 26に策定された。2019年4月に最
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24 CIPFAへのインタビューによると、英国地方自治体のアセットマネジメントに関する網羅的な調査
がないため、アセットマネジメント・プランを策定している地方自治体の数などは不明という。
25 DerbyshireCountyCouncil（2019）.
26 EastSussexCountyCouncil（2012）.
新版が適用、公表される予定である。
（3）ワンズワース・ロンドン自治区（LondonBoroughofWandsworth）
同区においては、2009年からアセットマネジメント戦略（CorporateAssetStrategy）
の策定が始められた。現行の戦略 27は2015年に策定されたものである。
２ アセットマネジメント・プランの内容及び取組状況
調査対象とした地方自治体のアセットマネジメント・プランの内容及び取組状況の比較
を表4に示した。
計画期間についてDCLG（2008）は「中長期的な計画が望ましい」としているが、各
地方自治体においては3年ないし5年を計画期間としてプランが策定されている28。
アセットマネジメント実施の目的について各地方自治体は、VFMの確保、行政目的へ
の適合及び行政サービスの向上、他の公共的団体との施設の共同化、環境保全などを掲げ
るが、これらはAuditCommission（2000）及びDCLG（2008）も言及するものである。
地方自治体の上位計画との関係についてDCLG（2008）は、アセットマネジメント・
プランを上位計画と整合させるべきことを指摘しているが、いずれの地方自治体もアセッ
トマネジメント・プランを総合計画の下位計画として位置付けており、上位計画との整合
性の確保が図られている。
庁内の推進体制については、AuditCommission（2000）及びDCLG（2008）において
トップマネジメントの関与、全庁横断的取組及び財政部門と公共施設管理部門との連携を
確保すべき旨を指摘しているが、いずれの地方自治体も、これらの提言を踏まえた推進体
制を採用していた。
アセットマネジメントの成果の定量的評価についてRICS（2008）は、バランスト・ス
コアカードの採用及びKPIによる達成度評価の実施を推奨しているが、これはいずれの
地方自治体も採用していた。さらに、RICS（2008）が推奨するアセットマネジメントの
推進体制に関する定性的評価についても、2つの地方自治体が採用していた。
評価結果の活用及び公表については、議会への報告及び外部公表を予定する地方自治体
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27 WandsworthCouncil（2015）.
28 ただし、政策変更によりプランの中途見直しが多い。例えば、ワンズワース区へのインタビューによる
と、2018年に実施された区議会議員選挙の結果、区に大幅な政策変更が生じ、CorporateAssetStrategy
及び上位計画のCorporatePlanに今後大幅な見直しが見込まれるという。
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DerbyshireCountyCouncil（2019）、EastSussexCounty（2012）及びWandsworthCouncil（2015）に
基づき筆者作成。インタビューに基づく実際の運用状況等を【 】内に記載した。
表４ 英国地方自治体におけるアセットマネジメント・プランの内容及び取組状況
がある一方で内部資料としての活用にとどまる地方自治体もあり、対応が分かれた。
３ 小括
筆者が調査対象とした3地方自治体のアセットマネジメントの取組は、プランにおい
て規定する内容及び運用実態が多様であり、それぞれ独自性を有するものであった。
一方で、中長期的な計画期間、アセットマネジメントの目的として掲げる事項、上位計
画との整合性、全庁的推進体制の構築について概ね共通して言及している点において、
AuditCommission（2000）及びDCLG（2008）の影響を見出すことができる。また、3地
方自治体においてKPI指標による達成度の定量的評価を、2自治体においてアセットマ
ネジメントの推進体制に関する定性的評価を実施しているが、それらの手法にはRICS
（2008）の強い影響を見出すことができる。
Ⅳ むすび
１ 英国のフレームワーク及び実践
英国地方自治体のアセットマネジメントは、2000年に中央政府の主導により一斉に始
まり、2008年にかけて相次いでフレームワークが公表されるなど取組が進んだものの、
2010年に中央政府による制度的な裏付けを失った。現在、英国の地方自治体においてア
セットマネジメントは、独自の取組として続けられているが、その取組には依然として
2008年以前のフレームワークの影響を指摘することができる。
２ わが国への示唆
わが国地方自治体のアセットマネジメントは、計画策定段階から実践・モニタリングの
段階へ移行しつつあるものの、全庁的推進体制及びマネジメントサイクルの確立が課題と
なっている。筆者は、英国の取組のうち、RICS（2008）によるマネジメントサイクル、
達成度の定量的評価及びアセットマネジメント推進体制の定性的評価の手法が特に先進性
を有し、わが国の課題のうちマネジメントサイクル確立の点において示唆的と考える。
RICS（2008）によるこれらの手法の分析及びわが国地方自治体のアセットマネジメン
トへの適用可能性の検討については、今後の研究課題としたい。
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